
1,843,232 1,636,778

現 金 及 び 預 金 387,464 370,411

受 取 手 形 405,520 104,522

売 掛 金 452,403 900,000

商 品 及 び 製 品 97,320 2,493

仕 掛 品 22,063 91,000

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 459,953 47,500

前 渡 金 4,338 999

前 払 費 用 7,676 47,611

そ の 他 7,739 19,335

貸 倒 引 当 金 △ 1,246 12,633

931,422 4,116

( 有 形 固 定 資 産 ) 873,597 15,944

建 物 125,226 210

構 築 物 4,688 20,000

機 械 及 び 装 置 12,730 347,240

車 両 運 搬 具 54 149,750

工 具 、 器 具 及 び 備 品 4,206 2,082

土 地 723,755 2,156

リ ー ス 資 産 2,935 190,891

( 無 形 固 定 資 産 ) 8,980 2,360

ソ フ ト ウ エ ア 5,868 1,984,019

電 話 加 入 権 3,112

( 投 資 そ の 他 の 資 産 ) 48,844 786,741

投 資 有 価 証 券 18,184 90,000

出 資 金 30 564,317

破 産 更 生 債 権 等 25,535 564,317

そ の 他 30,639 132,424

貸 倒 引 当 金 △ 25,545 132,424

繰越利益剰余金 132,424

3,894

3,894

790,635

2,774,655 2,774,655

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

(平成25年３月31日現在)

その他資本剰余金

利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

負 債 合 計

資 本 金

退 職 給 付 引 当 金

資 産 除 去 債 務

純      資      産      の      部

資 本 剰 余 金

未 払 費 用

買 掛 金

短 期 借 入 金

　　（単位：千円）

科　　　　目

負    　債    　の    　部

1 年 内 返 済 予 定 の
長 期 借 入 金

金　  　  額

貸    借    対    照    表

評 価 ・ 換 算 差 額 等

長 期 借 入 金

リ ー ス 債 務

流 動 資 産 流 動 負 債

固 定 資 産

未 払 法 人 税 等

未 払 消 費 税 等

関係会社短期借入金

資 産 合 計 負 債 ・ 純 資 産 合 計

株 主 資 本

固 定 負 債

その他有価証券評価差額金

純 資 産 合 計

繰 延 税 金 負 債

預 り 金

賞 与 引 当 金

前 受 収 益

科　　　　目 金　  　  額

前 受 金

1 年 内 返 済 予 定 の
関 係 会 社 長 期 借 入 金

 資    　産    　の   　 部

支 払 手 形

リ ー ス 債 務

１



科　 　　　　  目 金　　　　　　　　　　　　　　額

2,709,871

2,056,534

653,337

492,857

160,480

423

5,058

3,605

2,275 11,362

24,076

3,332

3,737 31,147

140,695

364

10,000 10,364

20

985 1,005

150,054

17,630

132,424

（注）記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

当 期 純 利 益

投 資 有 価 証 券 評 価 損

税 引 前 当 期 純 利 益

法人税、住民税及び事業税

特 別 損 失

そ の 他

固 定 資 産 除 却 損

固 定 資 産 売 却 益

販売費及び一般管理費

受 取 賃 貸 料

そ の 他

保 険 配 当 金

特 別 利 益

事 業 譲 渡 益

経 常 利 益

営 業 外 費 用

売 上 割 引

支 払 利 息

損 益 計 算 書

平 成 24 年 ４ 月 １ 日 か ら

平 成 25 年 ３ 月 31 日 ま で

　　　　（単位：千円）

売 上 高

受 取 利 息 及 び 配 当 金

売 上 原 価

売 上 総 利 益

営 業 利 益

営 業 外 収 益

２
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個別注記表 
 
１．重要な会計方針に係る事項に関する注記 

(1)資産の評価基準及び評価方法 
① 有価証券の評価基準及び評価方法 
その他有価証券 
時価のあるもの ： 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用しております。 
時価のないもの ： 移動平均法による原価法を採用しております。 

 
② たな卸資産の評価基準及び評価方法 
製     品：先入先出法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）を採用しております。ただし、バランサ、ロボットについては

個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法

により算定）を採用しております。 

原材料、仕掛品：移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの

方法により算定）を採用しております。 

 
(2) 固定資産の減価償却の方法 
有形固定資産（リース資産を除く）：定率法。ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（建物

附属設備を除く）については定額法を採用しております。 

無形固定資産（リース資産を除く）：自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期

間（5年）に基づく定額法を採用しております。 

リ ー ス 資 産：リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用

しております。なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引の

うち、リース取引開始日が平成 20 年３月 31 日以前のリース取引

については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を採

用しております。 

 
(3) 引当金の計上基準 
貸 倒 引 当 金         ： 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不

能見込額を計上しております。 
  賞 与 引 当 金： 従業員の賞与支給に備えるため、翌事業年度の支給見込額のうち、当事業年度に

帰属する部分の金額を計上しております。 
退職給付引当金： 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上しております。 
会計基準変更時差異（203,313千円）については、15年による按分額を費用処理
しております。 
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以

内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。 
 

 
(4) 消費税等の会計処理 
税抜方式によっております。 
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(5) 会計方針の変更 
（減価償却方法の変更） 

当社は、法人税法の改正に伴い、当事業年度より、平成 24 年４月１日以後に取得した有形固定資産

について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

なお、この変更による当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。 

 

 

２．貸借対照表に関する注記 
  (1) 担保に供している資産 建    物 124,425千円
 構 築 物 4,688千円
 土    地 704,464千円
 投資有価証券 4,787千円
   上記に対応する債務 

関係会社短期借入金 2,493千円
1年以内に返済予定の長期借入金 91,000千円
1年以内に返済予定の関係会社長期借入金 47,500千円
長期借入金 149,750千円
 

 
(2) 資産に係る引当金 

損失が見込まれる工事契約に係るたな卸資産（仕掛品）は、これに対応する工事損失引当金 599千
円を直接控除しております。 

 
  (3) 有形固定資産の減価償却累計額  1,167,263千円
 

(4) 期末日満期手形 
期末日満期手形は手形交換日をもって決済処理をしております。従って、当事業年度末日は金融機
関休業日のため、次の通り期末日満期手形が期末残高に含まれております。 
受取手形 73,471千円
支払手形 103,500千円

 
 
 
３．税効果会計に関する注記 
   

(1) 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 
繰延税金資産 
繰越欠損金 92,962千円
貸倒引当金 9,548千円
退職給付引当金 68,033千円
未払費用(見積原価) 400千円
原材料評価損 24,264千円
仕掛品評価損 227千円
製品評価損 
賞与引当金 
資産除去債務 
投資有価証券評価損 

301千円
7,600千円

841千円
3,994千円

繰延税金資産小計 208,175千円
評価性引当額 △208,175千円
繰延税金資産合計 －千円

   繰延税金負債 
    その他有価証券評価差額金   2,156千円 
   繰延税金負債合計        2,156千円 
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(2) 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異
の原因となった主な項目別の内訳 

 
法定実効税率 38.0 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.9 

住民税均等割 4.5 

神奈川県企業税還付 △1.1

その他の評価性引当額 △30.6 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 11.7 

 
 
 
 
４．関連当事者との取引に関する注記 

 
(1) 親会社及び法人主要株主等 

種類 
会社等
の名称 

住所 
資本金又
は出資金 
（百万円） 

事業の内
容又は職
業 

議決権等の
所有（被所
有）割合 

関係内容 

取引の内容
取引金額 
（千円） 

科目 
期末残高
(千円)

 
役員の
兼任等
 

事業上
の関係

親会社 
トーヨー
カネツ㈱ 

東京都 
江東区 

18,580 製造業 
（被所有）
直接100％ 兼任1人

資金の
援助 

金銭の借入
（注）１
（注）２

20 
(純額) 

 
関係会社短期借入金
 

2,493

120,000 

1年以内に返済予定の
関係会社長期借入金

47,500

関係会社長期借入金 －

支払利息 1,684 － －

 
      （注） 取引条件ないし取引条件の決定方針等 

  １．借入金利率については、市場金利等を勘案し双方協議の上決定しております。なお、１年以内に

返済予定の関係会社長期借入金及び関係会社長期借入金の取引金額は、当事業年度における返済

金額であります。 
  ２．トーヨーカネツ株式会社からの借入金にあたっては、建物 100,064千円、構築物 4,386千円、土

地 513,145千円を担保に供しております。 
 
 
 
５．１株当たり情報に関する注記 
 
  (1) １株当たり純資産額 95.43円
  (2) １株当たり当期純利益 15.98円
 
 
（注）各注記の記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。 
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